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フェスト研究所の評価を受けた。その結果、実行過程は、33点/40 点、進捗度は、30 点/40 点、
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 総合計画の計画編にある重点施策の「新みやざき創造戦略」を対象とした評価が、2008 年 10
月に公表された*32。この評価結果では、新みやざき創造戦略を構成する重点項目の進捗状況が高
い評価を受けたが、県議会からその手法などに関して、いくつかの問題点が指摘されている。 







フェスト研究所の評価を受けた。その結果、実行過程は、35点/40 点、進捗度は、31 点/40 点、








 また、外部評価では、全 85 項目中、「A：達成できたもの、順調に進んでいるもの」が 65項目
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で全体の 76％（このうち 15項目が達成済み）、「B：やや遅れて達成したもの、やや遅れて進んで
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